
平成１７年度小金井市一般会計決算概要 

 

 平成１７年度一般会計予算は、「小金井市第２次行財政改革大網」に掲げる「質の

改革」の基本方針のもと、次の世代に引き継ぐ魅力あふれる総合的なまちづくりの遂

行と、山積する諸課題を先送りすることなく、次の世代に責任を果たす事業の着実な

実現を目指した積極的な予算を編成しましたが、平成１７年第１回定例会において否

決となり、平成１５年度以来３年連続の暫定予算となりました。しかし市議会議員選

挙後の４月２０日第２回臨時会において当初原案どおり可決成立し、市民生活への影

響を最小限にとどめることができました。 

平成１７年度の財政運営は、引き続き厳しい財政環境のもと、限りある財源の重点

的かつ効率的な執行に取り組み、市民サービスの充実と、市民満足度の向上に努め、

将来の財政需要に備え各種基金への積立、職員勧奨退職制度の実施といった長期的視

野に基づく施策を展開しました。 

このような状況のもと、歳入面では、根幹をなす市税収入は３年ぶりに前年度比３．

４％上昇を示し、個人市民税を中心として前年度収入実績を上回る決算となりました。

また三位一体の改革に伴う所得譲与税や、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

家庭ごみの一部有料化による手数料、普通建設事業費の増加に関連した国及び都支出

金、繰入金も前年度決算額を上回り歳入総額は大幅な伸びとなりました。 

 一方歳出面では、本格的に「街づくり」関連事業がスタートした投資的経費、生活

保護費や児童手当の扶助費、ごみの戸別収集等による物件費、財政調整基金、職員退

職手当基金、都市再開発整備基金等への積立金がそれぞれ大きく増加しました。 

 これらの結果、歳入歳出いずれの決算額も前年度の決算額を大きく上回り、歳出決

算は平成４年度以来の３４０億円を超える規模となりました。 

 平成１７年度の予算規模は、当初予算３４３億１，６００万円に８回の補正予算６

億５，９８４万２千円、繰越事業費繰越財源充当額９３５万円を加え、総額３４９億

８，５１９万２千円となりました。これに対する決算額は、歳入総額が３５２億６，

２９７万７千円で前年度対比３．６％の増、歳出総額も３４３億５２１万３千円で前

年度対比３．９％の増となりました。形式収支は９億５，７７６万４千円で、翌年度

への繰越財源６，６２９万７千円を差引き、実質収支は８億９，１４６万７千円とな

り、前年度を１億１，８４７万２千円下回りました。この結果、平成１７年度の実質

収支比率は４．６％となり、前年度を０．６ポイント下回りましたが、積立金４億１

２万９千円を考慮すると実質単年度収支は２億８，１６５万７千円となりました。 



歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 市税は、１７９億３，６０４万９千円で前年度対比３．４％の増となりました。 

この主な要因は、個人市民税が制度改正及び景気回復により増となり、固定資産税

が家屋の新増築により増となったことによるものです。 

 なお、収入率は９４．９％で前年度対比１．４ポイントの増となりました。 

② 地方譲与税は、６億１，１５１万９千円で前年度対比４９．６％の増となりまし

た。この主な要因は、所得譲与税が２億６０７万６千円で１１０．１％の増となっ

たことによるものです。 

③ 利子割交付金は、１億６，９４６万１千円で前年度対比７．９％の減となりまし

た。 

④ 配当割交付金は、８，００５万１千円で前年度対比６６．１％の増となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、１億１，７１１万２千円で前年度対比１３３．９％

の増となりました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１０億４，７１１万２千円で前年度対比７．４％の減とな

りました。 

⑦ 自動車取得税交付金は、２億４，３８９万円で前年度対比６．２％の増となりま

した。 

⑧ 地方特例交付金は、８億５，６１４万９千円で前年度対比２．８％の減となりま

した。 

⑨ 地方交付税は、８，７０７万円で前年度対比１８．７％の減となりました。この

主な要因は、特別交付税が国全体の合併関係を除いた通常ベースで、１５．１％減

となったことによるものです。 

⑩  分担金及び負担金は、２億６，２２８万円で前年度対比１．６％の減となりまし

た。この主な要因は、市道損傷及び道路監督費負担金が１，２４８万５千円の減と

なったことによるものです。 

⑪ 使用料及び手数料は、１０億２，０５７万１千円で前年度対比４１．５％の増と

なりました。この主な要因は、一般家庭系ごみ処理手数料が２億７，５７７万４千

円の皆増となったことによるものです。 

⑫ 国庫支出金は、３２億３，８１３万１千円で前年度対比２３．１％の増となりま

した。この主な要因は、国民健康保険基盤安定負担金が４，５８６万６千円の減と

なりましたが、生活保護費負担金が８，７００万９千円、市街地再開発事業補助金

が５億７，５６０万円それぞれ増となり、公立学校施設整備費補助金が１億１，４



９７万円の皆増となったことによるものです。 

⑬ 都支出金は、３６億８，６１３万３千円で前年度対比２５．９％の増となりまし

た。この主な要因は、保育所運営費補助金が２，４０５万５千円の減となりました

が、国民健康保険基盤安定負担金が４，９４２万７千円、市町村調整交付金が１億

２，６１４万１千円、東京都市街地再開発事業補助金が２億８，７８０万円、みち

づくり・まちづくりパートナー事業委託金が３億２，１００万円それぞれ増となり、

国勢調査委託金が５，７７８万８千円の皆増となったことによるものです。 

⑭ 財産収入は、１，７４９万８千円で前年度対比９０．９％の減となりました。こ

の主な要因は、都立武蔵野公園計画地内の土地売払収入が１億７，６３１万１千円

の皆減となったことによるものです。 

⑮ 寄附金は、１億２，４７９万７千円で前年度対比２３．９％の減となりました。

この主な要因は、一般寄附金が２，３９６万６千円の増となりましたが、公園協力

金が１，４４２万８千円の減、教育寄附金が４，９６１万円の皆減となったことに

よるものです。 

⑯ 繰入金は、６億４，１８０万１千円で前年度対比１，１５５．０％の増となりま

した。この主な要因は、公園整備基金繰入金が２億６２１万円、都市再開発整備基

金繰入金が２億４，２００万円、鉄道線増立体化整備基金繰入金が１億４，０００

万円それぞれ増となったことによるものです。 

⑰ 諸収入は、３億８，１２７万円で前年度対比３５．５％の増となりました。この

主な要因は、公会堂会議室等の代替施設に係る補償金が６，７８４万２千円、武蔵

小金井駅南口再開発事業に伴う物件移転等補償金が３，７１３万３千円それぞれ皆

増となったことによるものです。 

⑱ 市債は、３７億６６０万円で前年度対比３５．０％の減となりました。この主な

要因は、建設事業債全体が１６億７，９５０万円の増となりましたが、平成７・８

年度住民税等減税補てん債の借換債が３２億８９０万円の皆減、臨時財政対策債が

４億３，１１０万円、住民税等減税補てん債が３，６００万円それぞれ減となった

ことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は９８．１％、不用額は５億９，５２０万９千円で、前年

度対比２億６，７６３万３千円の減となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１５３億４，３４３万３千円で前年度対比１．３％の増となりま



した。この主な要因は、人件費が８２億６，４９０万９千円で７，９２４万７千円、

１．０％の増、扶助費が４６億９，１６１万２千円で 1 億３，００３万円、２．

９％の増、公債費が２３億８，６９１万２千円で１，７６８万６千円、０．７％の

減となったことによるものです。 

② 投資的経費は、５４億４７４万２千円で前年度対比１５９．５％の増となり、歳

出決算総額に対する構成比は１５．８％となりました。この主な要因は、武蔵小金

井駅南口第１地区第一種市街地再開発事業関連経費が２３億８，６３５万円、ＪＲ

中央本線連続立体交差事業負担金が４億６，９２０万６千円、みちづくり・まちづ

くりパートナー事業が３億２，２７１万３千円それぞれ増となり、小学校校舎耐震

補強工事３校が３億９，１０２万円、上水公園管理棟建替工事が８，３３４万９千

円それぞれ皆増となったことによるものです。 

③ 物件費は、５３億３，７８５万８千円で前年度対比５．５％の増となりました。

この主な要因は、家庭系一般廃棄物処理手数料収納事務及び収集袋作製等管理委託

料が７，８０４万６千円、自動体外式除細動器購入費が１，３８８万５千円それぞ

れ皆増、燃やすごみ収集運搬、古紙等、空き缶、ペットボトル回収運搬委託料が１

億８，４０４万６千円、共同利用型図書館システム等借上料が１，９５７万２千円、

それぞれ増となったことによるものです。 

④ 補助費等は、３７億３，８８１万８千円で前年度対比１．３％の増となりました。

この主な要因は、二枚橋衛生組合分担金が８，５９４万７千円の減となりましたが、

民間保育所補助金が３，４９４万 1 千円、認証保育所運営費等補助金が１，６６８

万６千円、コミュニティバス運行補助金が３，１５６万１千円、公園整備基金繰替

金償還元金が６，０００万円それぞれ増となったことによるものです。 

⑤ 繰出金は、３３億２，３５４万円で前年度対比４．０％の増となりました。国民

健康保険特別会計繰出金は１２億２，６１７万５千円で２６．２％の増、下水道事

業特別会計繰出金は８億１，４５９万３千円で９．６％の減、老人保健医療特別会

計繰出金は、５億３，０８６万２千円で１５．０％の増、介護保険特別会計繰出金

は、７億５，１９１万円で１２．８％の減となりました。 

⑥ 積立金は、９億６，２８０万６千円で前年度対比１５０．８％の増となりました。

この主な要因は、財政調整基金積立金が３億円、職員退職手当基金積立金が１億円、

都市再開発整備基金積立金が１億円それぞれ増となり、環境基金積立金が５，２０

０万円皆増となったことによるものです。 

 



 次に、代表的な財政指標を見ますと、 

① 実質収支比率は、４．６％で前年度対比０．６ポイントの減となりました。 

② 経常収支比率は、９１．２％で前年度対比１．６ポイントの減となりました。 

③ 人件費比率は、２４．１％で前年度対比３．４ポイントの減となりました。 

④ 投資的経費比率は、１５．８％で前年度対比８．８ポイントの増となり、第２次

行財政改革大綱の目標数値１５％以上を達成しました。 

⑤ 公債費比率は、８．７％で前年度と同率となりました。 

⑥ 財政力指数は、１．０８１で前年度対比０．０４８ポイントの増となりました。 

 

本市の行財政改革の推進状況を図る指標とされてきた人件費比率は、昭和５１年度

に４５．２％となった後、７年連続を含む都合８回の全国ワースト１位を記録しまし

たが、平成１７年度の人件費比率は２４．１％で、小金井市決算統計史上最高の数値

となりました。分母となる歳出総額の大幅な増額という要因はありますが、人件費の

うち職員給については、平成７年度に７７億７千万円を超えていましたが、１０年連

続減少を続け、平成１７年度は５３億８，１３８万７千円となり行財政改革の成果が

現れてきたところです。 

  また、財政構造の弾力性等質的な改善状況を図る代表的な指標である経常収支比率

は、算定式の分母となる経常一般財源は、臨時財政対策債が減少しましたが、市税収

入等が伸びたことにより増加しました。一方、分子となる経常経費に充当する一般財

源は、義務的経費では公債費を除き人件費、扶助費が伸びましたが、その他の経費で

は減少した結果、前年度の９２．８％から９１．２％となり、特例債を除いた場合で

も９８．３％となったところです。第２次行財政改革大綱に掲げた目標数値８０％台

後半達成に向け更なる改革を続けていきます。 

  これらの代表的な財政指標の改善は、これまでの財政健全化に向けた全庁的な取組

の成果であり、行財政改革のベクトルは、持続可能な財政基盤構築に向けた方向性を

示しているといえます。しかし、行財政改革はいまだ途半ばであり、特例債である臨

時財政対策債等による財政運営からの脱却、地方分権に係る地方税財政制度改革（三

位一体の改革）への対応、個性豊かで魅力ある総合的なまちづくりを推進していかな

ければなりません。そのため自治体間競争の中、変革と創造による自律的な自治体経

営を目指し、市民福祉の一層の増進に努めてまいります。 


